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二国間クレジット制度の署名状況と特徴
平成25年度　JCMプロジェクト設備補助事業、
実現可能性等調査案件の採択結果

■ JCMとCDM のプロジェクトサイクル ■ CDMと比較した JCM の主な特徴

○“分権的”構造
　（各国政府、合同委員会）

○“中央集権的”構造
　（京都議定書締約国会合、CDM
　理事会）

○より広範な対象範囲 ○特定のプロジェクトは実施が困
　難（例：超々臨界石炭火力発電）

○DOEsに加えて、ISO14065認証
　機関が実施可能
○提案されたプロジェクトが、客観的
　に判断可能な適格性要件に合致し
　ているかを確認

○指定運営機関（DOEs）のみ実施
　可能
○仮想のシナリオに対して提案さ
　れた各プロジェクトとの追加性を
　評価

○スプレッドシートが提供される
○モニタリングを行うパラメータに
　制約がある場合、デフォルト値を
　保守的に用いる

○複数の計算式が掲載されている
○パラメータの計測に関する厳格
　な要件

○プロジェクトの妥当性確認を実施
　した機関が検証を行うことが可能
○妥当性確認及び検証を同時に実
　施可能

○基本的にはプロジェクトの妥当
　性確認を実施した機関は、検証を
　実施できない
○妥当性確認及び検証は別々に実
　施されなければならない
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■ JCMの署名状況
　日本は、2011年から開発途上国と二国間クレジット制度
（JCM）に関する協議を行っており、2013年8月30日時点で、モ
ンゴル、バングラデシュ、エチオピア、ケニア、モルディブ、ベトナ
ム、ラオス及びインドネシアとJCMに係る二国間文書に署名し
ました。モンゴルなど数カ国とは第1回合同委員会を既に開催し
ています。

■ JCMのアプローチ
　JCMは、以下を考慮して設計、実施されます。
(1) 堅固な方法論、透明性、環境十全性を確保する。
(2) ルールやガイドラインに基づきつつ、簡易で実用的な制度を維持する。
(3) 地球規模の温室効果ガス排出削減・吸収のため、具体的な行動を推進する。
(4) 温室効果ガスの排出削減・吸収量の二重計上を回避するために、JCMの下で登録された緩和プロジェクトを他の国際的な緩
　　和メカニズムに重複して使用することを認めない。

モンゴル第一回合同委員会の様子
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〈各プロセスにおける主な活動主体〉 〈ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり〉

（日本政府発表資料｢二国間クレジット制度の最新動向」より抜粋）
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平成25年度 JCMプロジェクト設備補助事業、実現可能性等調査案件の採択結果（8月9日時点）特集 2

プロジェクト設備補助事業が6件、 JCM実証案件組成調査が6件、 JCM方法論
実証調査が4件、JCM実現可能性調査が16件採択されました（ただしプロジェク
ト設備補助事業は、二次募集分までを採択。現在、３次募集中）。プロジェクト設備
補助事業においてはプロジェクト設備の設置、稼働、削減量の測定、方法論の作
成等を実施します。実現可能性等調査においてはホスト国政府、調査実施団体、
第三者検証機関候補等と協力して調査を実施します。

二国間クレジット制度（JCM）に関して、二国間文書署名国
及び、先行して政府間協議が進む開発途上国において、我
が国企業が有する技術等を活用してCO2排出削減事業を
実施し、測定・報告・検証（MRV）を行う事業です。それにより
算出された排出削減量を、二国間クレジット制度により我が
国の排出削減量として記録することを前提として、事業者に
対し初期投資費用の1/2（上限）の設備補助を行います。

JCMの下で実プロジェクトを組成し、JCM登録を目指し
たプロジェクトの実施計画・資金計画の確立と、当該プロ
ジェクトに適用可能な方法論及びJCMプロジェクト設計
書（PDD）の開発を行い、JCMの具体的な運用とその拡
大に寄与することを目的とします。

JCMの下で実施が見込まれるプロジェクトを想定し、実際
に稼働している案件（年度下期に稼働予定の案件も含む）
を対象としたJCM方法論案及びJCM PDDを作成し、排
出削減量を測定・報告し、当該方法論がホスト国において
実際に適用可能なものであるかどうかを検証することを
目的とします。

JCMの下での実施が見込まれるプロジェクトを対象とし
て、当該プロジェクトに適用可能なJCM方法論案及び
JCM PDDを開発すること、及びそのプロセスで得られる
知見・経験を集約することを目的とします。

JCMプロジェクト
設備補助事業

JCM実証案件
組成調査

JCM方法論
実証調査

JCM実現可能性
調査

◆高効率型熱供給ボイラの集約化に係る更新・新設
◆10MW級太陽光発電所及び屋上太陽光発電システム
◆高効率型熱供給ボイラの導入による熱供給システムの集約化
◇10MWスケールの太陽光発電施設の導入によるエネルギー
　供給の安定化
◇セメント工場における省エネルギー
◇石炭火力発電所における保温施工及び復水器洗浄の効率改善

◆…JCMプロジェクト設備補助事業
◆…JCM実証案件組成調査（PS）
◆…JCM方法論実証調査（DS）
◇…JCM実現可能性調査（FS）

◆無焼成固化技術を使った
　レンガの製造
◇精米工場における籾殻利
　用コジェネレーションの導
　入による加工工程の改善
◇太陽光発電と長寿命蓄電
　池システムによる無電化
　地域の電化

モンゴル

◆ビール工場における総合的省エネルギー設備
◆卸売市場における有機廃棄物メタン発酵及びコジェネレーション
◆ビール工場における総合的エネルギー消費削減
◆ガラス製造工場における溶融炉の省エネルギー
◇民間商業施設と連携したパークアンドライドとエコポイントシス
　テムによる公共交通利用の促進 
◇民生部門向け省エネガラスの導入
◇森林管理支援と生計向上によるREDD+と小規模バイオマス発電

ベトナム

◆工場空調及びプロセス冷却用のエネルギー削減
◆ローソン インドネシア省エネプロジェクト
◆高効率冷凍機システムの導入による省エネルギー  
◆セメント工場における廃熱利用発電
◆自動車部品工場におけるアルミ溶解炉へのリジェネバーナ導入
◇天然ゴム製造工程の排水処理における嫌気処理
◇無電化地域の携帯通信基地局への太陽光発電システム
◇情報通信技術を活用したREDD+事業実施の効率化

◇太陽光・ディーゼルハイブリッドシステム

インドネシア

インドネシア（＆ミャンマー）

◆電気自動車の利用促進
ラオス

◆スターリングエンジンを用いた小
　規模バイオマス発電

カンボジア

◇持続可能なバイ
　オマス利用によ
　る小規模発電  

スリランカ

◇地熱発電事業
　の拡大

ケニア

◆高効率エアコン普及プログラム
◇冷温同時取出ヒートポンプシステム 
　の導入

タイ

バングラデシュ

◇バイナリー地熱発電

◇太陽光・ディーゼルハイブ
　リッドシステム

ミャンマー

ミャンマー（＆インドネシア）

平成25年度のJCMプロジェクト
設備補助事業として計6件、
JCM実現可能性等調査案件として
計26件が採択
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古紙パルプ配合率１００％再生紙と大豆油インキを使用しています。

環境省平成25年度国際的な地球温暖化対策に
おける市場メカニズムの活用に関する情報収集・
提供事業委託業務により作成 

【 発行元 】

　2013年5月29日～31日、スペイン・バルセロナにてCarbon
Expo 2013（主催： 国際排出量取引協会、ケルンメッセ）が開
催されました。OECCは、Carbon Expo会場内に展示ブース
の出展を行い、日本政府による二国間クレジット制度（JCM）の
紹介をはじめ、NAMA策定やMRV実施等の支援についての情
報提供を行いました。
　Carbon Expoイベント開催期間中、OECCの展示ブースに
は150名近い来場者（プロジェクト事業者、コンサルタント、各
国政府機関、国際機関、メディア、学術・研究機関の各関係者等）
が訪れました。来場者は、JCMの制度設計、進捗、今後の予定に
ついて高い関心を示しました。

　海外環境協力センター（OECC）は環境省と共催で、2013年
6月7日にドイツ・ボンで開催された国連気候変動枠組条約第
38回補助機関会合（SB38）のサイドイベントとして、「アジア地
域におけるNAMA/MRV策定に係る能力開発事業の結果報告
～NAMA策定ガイドブック案の発表～」を開催しました。
　本イベントでは、環境省事業「途上国におけるNAMA策定及
びMRV実施等に係る人材育成等事業」の進捗報告を行い、相手
国政府（ベトナム、モンゴル、カンボジア、ラオス）のカウンター
パート関係機関の代表を招待したパネルディスカッションを行
いました。その他、日本国内の関係者及びアジア諸国のパート
ナーとの間で作成を進めている「NAMA策定ガイドブック
（案）」についても紹介を行いました。

SB38・カーボンエキスポ2013イベントレポート

更新情報新メカニズム情報プラットフォームウェブサイト

新メカ情報プラットフォームにおいて、JCMに関する情報（第一
回合同委員会のレポートや採択文書等）を更新しました。

Carbon Expo 2013SB38

http://www.mmechanisms.org/initiatives/index.html
http://www.mmechanisms.org/
　　　　　relation/details_oecc_SB38report.html

サイドイベントの様子 ブースでの様子

　新メカ情報プラットフォームで補助機関会合（SB38）で開催
されたイベントのレポートを更新しました。


